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電力価格高騰の理由
1. ウクライナ侵攻前

• 原発が稼働していないから？→× 電力市場の設計問題
※ 大手電力会社（旧一般電気事業者）が電源を8割以上を所有（寡占）
→ 内部取引を優先し、余分な電力を発電しない。
→ 電力市場に電気が回らない。→ 電力市場での価格高騰 →電気料金
解決策：全発電量を市場に供出する。大手電力の小売も平等に競争する。

2. ウクライナ侵攻後
• 原発が稼働していないから？
• 電力市場の設計問題 + 資源の国際価格高騰
※ ただし日本のLNGのロシア依存は8％程度。
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電力需給ひっ迫と原発
• 電力需給逼迫注意報(2022年6月26～30日）

～新たに追加されたルール
• 2022年6月27～30日
この時期としては記録的な猛暑
• このときに「注意報」が出る
のは正常。
• 原発の稼働・再稼働とは関係
がない。
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出所：資源エネルギー庁(2022)「2022年度の電力需給対策について」7
月20日, p.6
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電力需給ひっ迫問題



5

（注1）厳気象H1需要（10年に1回
程度の猛暑・厳寒における最大電
力需要）に対しては予備率3％を考
慮した供給力確保が必要）



電力需給ひっ迫問題への対応
• 厳気象（10年に1回）のときの需要と供給の間の差の問題

• 事前に計画し対応可能。
• 11月時点で既に対応済み。

• 需給ひっ迫対応と原発
• 10年に1回、数時間数十時間のために原発を動かしたら解決するか？
→ 原発が稼働していれば、他電源を休止しているので事態は変わらな
い。
• 需給ひっ迫時にはデマンド・リスポンスが最も効果的。
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今冬の電力需給はどうなるか
• 10年に1度の厳寒であっても予備率3％を確保。
(※ 節電を否定するものではない。)
• 中長期的に、需要抑制対策・省エネ対策が必要
→ デマンド・リスポンス、需要抑制に対する対価支払い等。
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出典：電力需給に関する検討会合（2022）「20222年度の冬季の電力対策」11月1日


